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■お問合せ

一般社団法人 住宅・不動産総合研究所 東京都中央区築地1-3-4 築地ニイクラビル6階

TEL: 03-6264-7720 平日9:30～18:00

Mail: contact@hr-i.jp 24時間受付 / FAX: 03-6264-7721 24時間受付



・景気の不透明さ

・賃料負担の軽さ

・機能面・質においての賃貸住宅品質の向上

・縛られない生き方を好む人が増えてい

切り返しトーク集

営業マニュアルサンプル ー切り返しトークー P,2

確かに日本全体では2008年をピークに人口は減少しており、将来的にも人口減少は続いていきます。

しかし、東京23区はこれから先も賃貸需要が減らないと考えられます。大きな理由は3点あります。

まずは、東京都は今後も人口流入が期待できるという点、2点目は東京23区では単独世帯数が

2040年には現在の約1.2倍と、大幅に増加すると予測されている点、最後に日本人の持ち家志向が

変化しつつあるという点です。詳しいデータを次にお伝えします。

人口が減っていくから入居者がなかなか決まらず、空室になってしまうのではないか？

【東京23区の賃貸需要が高水準をキープすると予想する理由】

① 人口流入が期待できる

「東京23区の転入超過数は、ここ20年では常にプラスを維持しています。東京23区の転入超過数に

関しては、経済動向の影響を受けやすいですが、サブプライムローン危機の時期でさえも2万人の超過と

なっています。東京には求心力があり、昨今では企業や大学もこぞって都内に移転してきています。」

営業マンの方へ「お客様からよく聞かれる質問」に関する事前アンケートを行い、上位の質問に対する切り返しトーク

をご提示致します。

■ロジックツリー

東京23区では賃貸

需要が減らない

人口流入が期待で

きるから

単独世帯数が大幅

に増加するから

(→単独世帯の7割

が賃貸住宅に住む)

日本人の持ち家志

向が変化しつつある

から

・過去20年間ずっと転入超過数がプラス

・企業数、支社数ともに圧倒的に多い

・大学の都心回帰で学生数が増大

・婚姻率の低下

・晩婚化（平均初婚年齢の上昇）

・単身赴任者が多い

データNo.1

東京23区の転入者数と東京都の

有効求人倍率（パート含）の推移

データNo.2

都道府県別企業数・支社数ランキング

因果関係が複雑な場合は、

頭に入りやすいように適宜図

式化。

データNo.3

昨今の大学都心回帰例と

都道府県別学生数ランキング

データ集と連動し、どのデータを使って説明

したらいいかが分かる



切り返しトーク集

営業マニュアルサンプル ー切り返しトークー P,3

【東京23区の賃貸需要が高水準をキープすると予想する理由】

② 単独世帯数が大幅に増加するから

「まず、賃貸需要を考える際には、「人口」ではなく「世帯数」を見なければなりません。報道などでもそ

うですが、住宅市場において人口減少の影響が大きいと思われていますが、より正確に言うと世帯数

の動向が影響します。そして、東京23区では将来的に単独世帯数が大幅に上昇をし続けます。このこ

とは、賃貸住宅にとって追い風となります。総務省統計局データによると、東京23区の単独世帯のうち

約70.3％が賃貸住宅に住んでいるというデータがあります。これは、全国平均の62.4％と比べても高い

数値になっています。単独世帯数が増えるということは、賃貸住宅に住む人の数も増えるということです。

単独世帯数増加の背景には、婚姻率の低下、晩婚化などが挙げられます。また、東京23区には他の

道府県に本社を置く企業の支社が3万社以上あり、これらの数は、「転勤族」や「単身赴任者」が多く

なる一因ともいえ、賃貸需要の下支えになり得ます。」

データNo.4

東京23区将来単独世帯数の推移

データNo.5

世帯種類別 貸家に住む割合

（東京23区）

データNo.6

婚姻率と平均初婚年齢の推移

データNo.2

都道府県別企業数・支社数ランキング

【東京23区の賃貸需要が高水準をキープすると予想する理由】

③ 日本人の持ち家志向の割合が変化しつつあるから

「最近では、若い世代で持ち家を持たないと決めている人が増加しています。年収が安定しない人はも

ちろんのこと、現在高収入の人でも持家思考でない人が増えています。特に若い世代での持ち家比率

は低下傾向にあります。その背景には、景気の不透明さ、賃料負担の軽さ、機能面・質においての賃

貸住宅品質の向上、縛られない生き方を好む人が増えていることなどが挙げられます。」

データNo.7

年齢別に見る持ち家比率の変化

（1988年・2013年比較）

データNo.８

住宅の所有に関する意識の変化

データNo.9

世代別 住宅の所有に関する意識調査

データNo.10

借家で構わない理由の推移

一つの事象に対して、あらゆ

るデータをご提供いたします。



■総務省「住民基本台帳人口移動報告」

URL:https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200523&tstat=000000070001&cycle=7&tclass1=000001040402

■厚生労働省「一般職業紹介状況」

URL: https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450222&tstat=000001020327&cycle=1&tclass1=000001031618

※9表 都道府県別・地域別労働市場関係指標（実数及び季節調整値）にて

出典元

データ集

営業マニュアルサンプル ーデータ集ー P,4

1 東京23区の転入超過数と東京都の有効求人倍率（パート含）の推移
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(人) (倍)

(転入超過数：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、有効求人倍率：厚生労働省「一般職業紹介状況」より作成)

御社のロゴやイメージカラーに沿って

統一感のあるデータを作成致します。

相関係数：0.77

■東京23区の転入超過数は常にプラス。

東京23区の転入超過数は、ここ20年では、常にプラス。東京23区の転入超過数に関しては、経済

動向の影響を受けやすいが、サブプライムローン危機の時期でさえも2万人の超過となっている。

■東京には求心力がある～職を求めて東京に来る人が多い～

その証拠に、東京都においては転入超過数と有効求人倍率は相関性があり、相関係数は0.77と高

い数値を出している。今後も職を求めて東京にやって来る人の数は期待できると考えられる。

相関係数：2つの変数の間の相関（類似性の度合い）を示す統計学的指標。相関係数が0.7以上で「強い相関関

係」、0.4以上0.7未満で「中間の強さの相関関係」を示すとされています。

データを読み解くポイント

画像とExcelデータでお渡しするので、

そのまま営業資料として使え、また

汎用性もあります。

データから何が言えるのかを分かりやすく記載してあ

ります。

データの取得元も記載しておりますので、御社での更新も

可能。

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200523&tstat=000000070001&cycle=7&tclass1=000001040402
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00450222&tstat=000001020327&cycle=1&tclass1=000001031618


データ集

営業マニュアルサンプル ーデータ集ー P,5

4 東京23区将来単独世帯数の推移

2,424,966 2,608,474 2,710,821 2,772,494 2,834,959 2,893,585 

100.0 

107.6 

111.8 
114.3 

116.9 
119.3 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

115.0

120.0

125.0

2,100,000

2,200,000

2,300,000

2,400,000

2,500,000

2,600,000

2,700,000

2,800,000

2,900,000

3,000,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

将来単独世帯予測 2015＝100
(世帯) 2015年=100

(東京都世帯数の予測（平成31年3月）より作成)

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2015 2020 2025 2030 2035 2040

都 区 部 100.0  107.6   111.8     114.3   116.9     119.3    世田谷区 100.0  106.5   109.8   112.2    115.9    120.1    

千代田区 100.0  117.4    136.5   150.9   161.2     170.9   渋 谷 区 100.0  107.3   115.1     119.4    122.2    124.0   

中 央 区 100.0  122.9    137.6   150.0  160.6   168.7   中 野 区 100.0  105.3   106.8   107.2   108.4  109.5   

港 区 100.0  113.3    128.2   139.1    147.5   154.0  杉 並 区 100.0  104.8  105.2   105.3  108.3   112.4    

新 宿 区 100.0  106.9   108.5  109.0   109.2   109.0   豊 島 区 100.0  106.0   107.6   107.3   106.6   105.7   

文 京 区 100.0  108.2   113.5    117.5    121.0    123.4   北 区 100.0  105.6   107.5   108.7  110.5    112.3    

台 東 区 100.0  109.7   115.5    117.3    118.1     119.0    荒 川 区 100.0  107.0   109.8   111.6     113.3    114.7    

墨 田 区 100.0  108.1    111.2     113.0    114.6    116.1     板 橋 区 100.0  107.9   112.9    115.7    118.3    121.0    

江 東 区 100.0  108.6   116.8    123.0   128.2   132.7   練 馬 区 100.0  106.8   110.5    112.7    115.2    117.1     

品 川 区 100.0  108.2   113.3    116.6    119.6     122.3   足 立 区 100.0  107.8   112.4    115.5    118.7    121.0    

目 黒 区 100.0  105.4   107.5   107.7   109.1    112.1     葛 飾 区 100.0  107.3   110.8    113.5    116.4    118.3    

大 田 区 100.0  107.4   111.0     112.5    113.6    115.2    江戸川区 100.0  108.1    112.4    114.2    115.1     115.5    

■区別 将来単独世帯数の推移

ご希望のエリアがピンポイントでも

データがあれば資料作成可能です。

■東京23区の将来単独世帯数はこの先20年は大幅に増加する

東京23区では単独世帯数の約70.3%が貸家に住んでいるというデータもあるので、賃貸需要は伸び

続けると推測できる。

データを読み解くポイント

■東京都世帯数の予測トップページ (平成31年3月)

URL:http://www.toukei.metro.tokyo.jp/syosoku/sy-data.htm

※5年毎に発表

出典元

ビジュアルだけで伝えられるように

最善の見せ方でご提示します。

http://www.toukei.metro.tokyo.jp/syosoku/sy-data.htm


様

34 歳

700 万円 総借入額 0 万円

5,600 万円以内 ※あくまでも目安となります。

配偶者様 有 お子様 2 人

物件名：

2,890 万円

10 万円 60 万円

2,880 万円 5.0 万円

109,700 円/月 9,000 円/月

1,900 円/月 管理手数料： 1,404 円/月

5.0 万円/年

2.00 ％

35 年

元利均等払い

4.56 3.96

管理形態：

実質利回り：

金融機関名：

金利：

借入期間：

金利形態：

返済方法：

　各種指標

家賃収入：

修繕積立金：

不動産取得税：

※不動産取得税、固定資産税・都市計画税に関しては目安の金額です。

【個人情報の取り扱いについて】

個人情報保護の重要性を認識し、適切に利用し保護することが社会的責任であると考え、個人情報の保護に努めることをお約束いたします。なお、個人情報保護法に基づき、お客様の個人情報

を下記の範囲で管理・取得・利用致します。

■商品・サービスのご提案

■キャンペーン、イベント等に関するご紹介

基本情報

購入時諸費用：頭金：

管理費：

　お客様情報

　物件情報

お名前：

ご年齢：

ご年収：

ご扶養：

サンプル太郎

借入額：

与信枠の目安：

家賃収入×12か月

物件価格

｛家賃収入ー(管理費+修繕積立金+管理手数料)｝×12か月

物件価格+購入時諸経費

表面利回り：

サンプル銀行

物件価格：

集金代行

サンプルマンション

変動金利

　金融機関情報

固定資産税・都市計画税：

％ ％

※変動金利は、借入時の金利は固定されず、返済期間中も金利が変動するタイプで

す。毎年2回(又は年1回)金利の見直しが行われます。なお、返済期間中は急激な変

動による負担増を防ぐために、見直しにより金利が変動する場合でも、5年間は一定と

なります。また、返済額を増やす場合、金利変動前の返済額より1.25倍までとなります。

約

約

ご留意点
≪ご契約にあたって≫

■ご契約の際には、「重要事項説明書」「売買契約書」並びにご契約に関する契約書類等を宅地建物取引士よりご説明致します。必ず事前にご確認ください。

■不動産投資は預貯金とは違い、結果が保証されているわけではございません。リスクを十分にご認識頂いた上で、最終的にご判断なさるようお願い致します。

不動産投資の主なリスク

〇空室リスク

〇家賃下落リスク

〇物件価格下落リスク

〇金利上昇リスク

〇滞納リスク

〇天災リスク

〇火災リスク　　　など

ご不安・ご不明な点があればお気軽に担当者にご相談下さい。

≪「不動産投資ご提案書」に関して≫

■「不動産投資ご提案書」（以下、本提案書）内の金額につきましては現在の景気状況、物価、金利等を基準に作成されたものです。将来の金額・金利指数等を確定した

ものではございません。

■本提案書内の金利・お借入年数は現在の数値を基準に作成しております。実際に適用される金利は、お借入時点の金利となり、ご返済額・メリット等が異なる場合がご

ざいます。

■お客様のご収入・ご年齢・ご扶養状況・お借入状況等が当初お聞きしております内容と異なる場合は、本提案書の内容が変更となる場合がございます。

■本提案書は「お借入」をお約束するものではありません。実際の「お借入」には金融機関による審査がございます。

≪本提案書に記載の税務の取り扱いについて≫

■税務の取扱等については平成30年4月時点の税制・関係法令等に基づき記載しております。今後、税務の取扱等が変わる場合もありますので、記載の内容・数値等は将来

に渡って保証されるものではありません。

■個別の税務取扱等については税理士や管轄の国税局・税務署等にご確認下さい。

≪「団体信用生命保険」に関して≫

■「団体信用生命保険」（以下「団信」）が適用された場合、お借入れ残額が保険金にて全額支払われます。

※保険金が支払われる場合

〇お客様が死亡された場合

〇お客様が高度障害になられた場合（高度障害の適用事項は下記の①～⑧です）

① 両眼の視力を全く永久に失ったもの

② 言語またはそしゃく機能を全く永久に失ったもの

③ 中枢神経系また精神に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの

④ 胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの

⑤ 両上肢とも手関節以上で失ったか、またはその用を全く永久に失ったもの

⑥ 両下肢とも足関節以上で失ったか、またはその用を全く永久に失ったもの

⑦ 1上肢を手関節以上で失い、かつ1下肢を足関節以上で失ったか、またはその用を全く永久に失ったもの

⑧ 1上肢の用を全く永久に失い、かつ1下肢を足関節以上で失ったもの

※保険金が支払われない場合

〇保険開始日から1年未満に自殺されたとき

〇戦争・その他の変乱により死亡または高度障害状態になられたとき

〇被保険者の故意により高度障害になられたとき

〇保険開始日前の傷害または疾病により高度障害状態になられたとき

〇告知義務違反があった場合

上記事項は一例となっており、詳細に関しましては各社の約款をご確認下さい。

シミュレーションツール

お客様が不動産投資を判断する際、最も重要視する要素のひとつが「収支シミュレーション」です。物件購入から売

却までの過程で収支を左右する要素は多数あり、より正確なシミュレーションが可能なツールがあればお客様の投資

判断もスムーズに進みます。弊社では、クライアント企業様の商品の特性やウリ、不動産投資を行うメリットなどを把

握した上で、シミュレーションだけでそれが伝えられるような提案書を作成します。基本的には、Excelデータ（使用マ

ニュアル付）で納品させて頂きます。

年後 ご年齢 年間収支(円) 残債(円) 税金(円) 年間CF(円) トータル収支(円)

1 35 71,688 27,343,852 100,000 -28,312 -28,312

2 36 71,688 26,776,476 50,000 21,688 -6,624

3 37 71,688 26,197,649 50,000 21,688 15,064

4 38 71,688 25,607,139 50,000 21,688 36,752

5 39 71,688 25,004,710 50,000 21,688 58,440

6 40 71,688 24,390,121 50,000 21,688 80,128

7 41 71,688 23,763,127 50,000 21,688 101,816

8 42 71,688 23,123,477 50,000 21,688 123,504

9 43 71,688 22,470,918 50,000 21,688 145,192

10 44 71,688 21,805,186 50,000 21,688 166,880

11 45 71,688 21,126,017 50,000 21,688 188,568

12 46 71,688 20,433,140 50,000 21,688 210,256

13 47 71,688 19,726,277 50,000 21,688 231,944

14 48 71,688 19,005,146 50,000 21,688 253,632

15 49 71,688 18,269,460 50,000 21,688 275,320

16 50 71,688 17,518,923 50,000 21,688 297,008

17 51 71,688 16,753,238 50,000 21,688 318,696

18 52 71,688 15,972,098 50,000 21,688 340,384

19 53 71,688 15,175,191 50,000 21,688 362,072

20 54 71,688 14,362,198 50,000 21,688 383,760

21 55 71,688 13,532,794 50,000 21,688 405,448

22 56 71,688 12,686,652 50,000 21,688 427,136

23 57 71,688 11,823,431 50,000 21,688 448,824

24 58 71,688 10,942,786 50,000 21,688 470,512

25 59 71,688 10,044,367 50,000 21,688 492,200

26 60 71,688 9,127,812 50,000 21,688 513,888

27 61 71,688 8,192,759 50,000 21,688 535,576

28 62 71,688 7,238,833 50,000 21,688 557,264

29 63 71,688 6,265,651 50,000 21,688 578,952

30 64 71,688 5,272,827 50,000 21,688 600,640

31 65 71,688 4,259,964 50,000 21,688 622,328

32 66 71,688 3,226,655 50,000 21,688 644,016

33 67 71,688 2,172,490 50,000 21,688 665,704

34 68 71,688 1,097,047 50,000 21,688 687,392

35 69 71,688 0 50,000 21,688 709,080

36 70 1,180,752 0 50,000 1,130,752 1,839,832

37 71 1,180,752 0 50,000 1,130,752 2,970,584

38 72 1,180,752 0 50,000 1,130,752 4,101,336

39 73 1,180,752 0 50,000 1,130,752 5,232,088

40 74 1,180,752 0 50,000 1,130,752 6,362,840

41 75 1,180,752 0 50,000 1,130,752 7,493,592

42 76 1,180,752 0 50,000 1,130,752 8,624,344

43 77 1,180,752 0 50,000 1,130,752 9,755,096

44 78 1,180,752 0 50,000 1,130,752 10,885,848

45 79 1,180,752 0 50,000 1,130,752 12,016,600

返済と残債予定表

※本シミュレーションは簡易的なものであり、実際のご返済額等は、その他の条件により上記計算結果と異なる場合がありますので、予めご了承下さい 。

※本シミュレーションに使用した金利は参考金利であり、実際のお借入に適用できることをお約束するものではありません。

※確定申告によってお支払いの税金が還付される場合がございます。※初年度は不動産取得税を加算しています。

2,890 万円 2,790 万円

2.00 ％ 35 年

家賃収入 諸経費 ローン返済

109,700 11,304 92,422 円

毎月の収入 5,974 円

34 歳 69 歳

総収入

0% 2,890.0 万円 3,140.9 万円

5% 2,745.5 万円 2,996.4 万円

10% 2,601.0 万円 2,851.9 万円

15% 2,456.5 万円 2,707.4 万円

20% 2,312.0 万円 2,562.9 万円

万円 25% 2,167.5 万円 2,418.4 万円

30% 2,023.0 万円 2,273.9 万円

35% 1,878.5 万円 2,129.4 万円

40% 1,734.0 万円 1,984.9 万円

収支シミュレーション

完済

完済後の毎月収入

98,396

5,974

物件価格： 借入額：

金利： 借入期間：

ーー

※税金は含まない

毎月の収入

5,974円

完済までの総収入

250.9万円

資産下落率別売却価格

250.9

総収入

※資産下落率

　20%の場合

完済時資産価格

2312.0万円

円

＝
毎月のキャッシュフロー

手

残

り

家

賃

収

入

円 円 円

完済時

※売却によりご負担が出る場合もございます。また諸費用等はお客様のご負担となります。

※不動産を譲渡して利益が出た場合、その利益を譲渡所得として所得税・住民税が課せられます。

ロ

|

ン

返

済

営業マニュアルサンプル ーシミュレーションツールー P,6

「ご留意点」もついていますので、

契約前の注意点等も事前に確

認して頂くことができます。

分かりやすい返済予定表

基本情報を入力すると、

全シミュレーションに自動で

反映します。

キャッシュフローも一目でわかります。

新築物件等キャッシュフローがマイナスに

なる場合でも、メリットを引き立たせるイ

メージで作成致します。

■基本シミュレーション内容



万が一の際は、以下の2つから選択することができます

物

件 2,890 万円を 毎月 98,396 円を

価

格

サンプル太郎様の必要保障額の目安

残されたご家族に必要な資金 遺族年金等の収入目安 必要保障額

作成日：2019年7月31日

ー ＝ 2,911万円

生命保険としての不動産投資

家族の生活費として残せる

まとまった一時金

としてご家族に残せる

遺族年金

としてご家族に残せる

6,140万円 3,229万円

売却 所有

支払免除

まとまった一時金として
ご家族に残せる

借

入

残

高

万一時 万一時
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収入 生活費 住宅費 教育費 その他

支払い額がゼロになる

残債は全て団体信用生命保険で充当

万一時

シミュレーションツール

■「生命保険代わり」としてのポイントを訴求したい場合

営業マニュアルサンプル ーシミュレーションツールー P,7

■繰上げ返済の資産形成スピードを訴求したい場合

2,890 万円 2,790 万円

2.00 ％ 35 年

0.017 % で完済

積立額 合計 自己資金 ローン残債 資産形成分

※頭金含む ※物件価格ー残債

100万円 100.00 万円 200万円 2627.22万円 262.78万円

500万円 500.17 万円 600万円 1942.55万円 947.45万円

1000万円 1000.77 万円 1100万円 1006.06万円 1883.94万円

1500万円 1501.79 万円 1600万円 2890.00万円

資産形成のシミュレーション

2890万円 2890万円 の資産形成に

29 年かかる

1,502万円

15年 29 年

2890万円 のローンを完済し 46.24

作成日：2019年7月31日

15年目

繰上げ返済定期預金で積立

100

1年後

5年後

10年後

15年後

不動産投資の資産形成スピード～貯金との比較～

物件価格： 借入価格：

金利： 借入期間：

　毎年100万円の自己資金と手取り収入分を繰上げ返済した場合

自分の資産に！

毎年

完済

定期預金

不動産投資

繰上げ返済

万円

※繰上げ返済に都度手数料が発生する場合があります。
※定期預金平均年利率 300万円未満/10年

※利息に係る税率は考慮していません。

基本内容に加えて、クライアント企業様のご要望に応じて、シミュレーションをカスタマイズして頂けます。

機能などによって、費用が変わりますので事前にヒアリングの上お見積りを算出させて頂きます。

納品はExcelデータとなります。ご要望に応じてマクロにて便利な機能を追加することが出来ます。

オプションで「必要保障額シミュレーショ

ン」もおつけすることが可能です。よりお

客様に合ったご提案が可能となります。


